
第8期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

達成率（◎：80％以上、○：60～79％、△：30～59％、×29％以下）

区
分

具体的な取組 目標（事業内容、指標等） R3 R4 R5 実施内容 自己評価 課題と対応策/実施内容

P20
ふれあいサロン団体数 185 190 195 167 △

ふれあいサロン参加人数 5,550 5,700 5,850 4,800 △

P20
いきいき百歳体操団体数

114 118 122 116 ◎

いきいき百歳体操参加人数 1,710 1,770 1,830 2,075 ◎

P22
教室・講座等延開催回数 236 244 246 239 ○

教室・講座等延参加人数

*いきいき百歳体操、まちの保健室、
高齢者サロン代表者研修

1,930 1,970 2,010 1,757 △

P24
訪問介護相当サービス

2,890 3,121 3,371 2,772 ◎

家事援助サービス 127 130 133 63 △

通所介護相当サービス 6,903 7,248 7,610 6,914 ◎

いきいきデイサービス 1,495 1,562 1,637 1,263 ○

短期集中予防訪問型 10 15 20 0 ×

短期集中予防通所型 30 40 50 5 ×

P29
シズケア*かけはし登録事業所

85 90 95 85 ◎

在宅医療や看取りなどをテーマ
とした講座等への参加人数

700 800 900 933 ◎

P30
個別地域ケア会議開催数

30 30 30 30 ◎
ケース解決のための会議は実施されているが、個別地域ケア会議で地域に共通する課題が見つけられていない。
小地域ケア会議へどのように結び付けていくかが課題である。

P31
見守りネットワーク参加事業所

60 62 64 62 ◎

見守り通報件数 36 38 40 51 ◎

P35
市長申立件数

10 12 14 8 ○
成年後見支援センター（中核機関）を令和４年８月から開設し、地域包括支援センター等との連携により、申立
てが必要なケースについて円滑に検討できる仕組みができている。

P41
認知症サポーター数

18,700 19,800 21,000 19,521 ◎

認知症保険加入者 160 180 200 176 ◎

認知症カフェ開催回数 40 50 55 60 ◎

認知症カフェ延参加人数 700 1,000 1,100 848 ○

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和４年度（年度末実績）
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生きがいづくりと社
会参加への支援

感染症の影響により活動休止団体があり、団体数が伸び悩んでいる。介護予防のチラシ配布などで、つながる工
夫をして活動している団体もサロン活動を行っているとみなしているため、実際の通いの場としての機能が従前
のように果たされていない。
運営者側の高齢化や担い手不足などの理由で、現在のサロン活動維持していくのが大変になってきている。
徐々にコロナ禍前の活動に戻ってきており、活動継続のモチベーション維持に繋がる支援をしていく。

加算項目が少ない等の報酬面の課題から、事業所数が減少している。また、前年とほぼ同等であり引き続き感染
症の影響と考察している。事業周知に更に努め、適正なサービス提供に努めていく。

参加人数や会場の広さ等から休止したり、再開したりを繰り返しながら実施してる団体が多い状況。活動を継続
できるようモチベーションの維持や効果的な専門職派遣を実施。

介護予防・健康づく
りの推進

まちの保健室が感染症対応のため中止していたが、令和4年度は徐々に再開。専門職の派遣が数年できていな
かったため、日程を調整しながら派遣を進めていく。

改善可能性があるとされる事業対象者や要支援認定者が、リハビリ等を通して改善・回復するために必要なサー
ビスであるが、利用が進んでいない。利用者が自分らしい暮らしを取り戻すために、目標をたて実行していくた
めの取り組みについて、令和5年度に検討を進める。

在宅医療と介護の連
携

感染症の拡大がある中でも、各包括支援センターにおいて講座等の方法を工夫し、参加者の増加につながった。

通所介護相当サービスの利用者数は前年と同等だが事業の支出額は増加傾向にある。いきいきデイサービスは利
用者が減少しており事業所の減少が背景にあると考えられる。利用者が自分らしい暮らしを取り戻すための方法
について総合事業全体のありかたを検討する必要がある。

地域における支え合
い活動の推進

通報件数は前年から20件増加していることから、事業の周知や相談機関との連携が進んでいるものと考えられ
る。ケースにより安否確認の方法は多岐にわたるため、関係機関と連携できる体制を整える必要がある。

認知症の人とその家
族への支援

認知症高齢者等見守りオレンジシールの周知と併せて認知症保険の周知も広がり、加入人数は目標に近づいてい
る。感染拡大により、認知症カフェの開催が困難な状況が続いていたが、開催の代替として、お便りで情報提供
するなど可能な方法をとり、つながりが途絶えないよう工夫した。

1

資料1



第8期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

令和４年度（年度末実績）

区
分

具体的な取組 課題と対応策/実施内容

要介護認定の適正化
調査員連絡会を年３回実施、e-ラーニング・全国テストを受講し、個々の資質の向上を図った。また調
査票の全件チェックを行い、調査結果にばらつきが出ないよう努めた。

ケアプランの点検
国保連の適正化システムを利用して点検対象となるケアプランを抽出し、専門職と連携しながら、介護
支援専門員との対面で18件、書面で72件の点検及び支援を実施した。

住宅改修の点検
施工前及び施工後の書面等による点検を全件実施した。そのうち、施工前の現況確認が困難なものにつ
いて、専門職（建築技師）への書面照会による点検を１件実施した。

縦覧点検・医療情報
との突合

縦覧点検は、点検の有効性が高い帳票の点検等を自己点検を行うとともに、国保連への業務委託を実施
した。また、市に届出が必要な書類について、介護支援専門員より漏れなく提出されているかすべて確
認した。
医療情報との突合は、適正化につながるすべての突合区分における帳票の点検等について、国保連へ業
務委託を実施した。

介護給付費通知
居宅・施設・地域密着サービスの利用について、各利用者へ通知した。また、通知書の見方等の添付に
より対象者自身の理解度の深化を図った。

第８期介護保険事業計画に記載の内容

P58
居宅・施設・地域密着サービスの利用について、年１回通知し
ます。事業者への事前の周知や通知書の見方等の添付により対
象者自身の理解度の深化を図ります。

目標（事業内容、指標等）

②
給
付
適
正
化

P58
調査結果にばらつきが出ないよう、調査員の資質向上を図りま
す。

P58
国保連システムと介護保険給付適正化システムを併用して点検
対象となるケアプランを抽出し、専門職と連携しながら、介護
支援専門員との対面により点検及び支援を実施します。

P58
施工前及び施工後の書面等による点検を全件実施します。その
うち、高額なもの、複雑なもの、写真では分かりにくいもの等
から選定し、訪問による施工前または施工後の点検を実施して
いきます。

P58
【縦覧点検】
帳票の点検等について自己点検を行うとともに、国保連への業
務委託を実施し、連携強化を図ります。
介護支援専門員から市への届出に漏れがないか確認します。
【医療情報との突合】
適正化につながるすべての突合区分における帳票の点検等につ
いて、国保連への業務委託を実施し、連携の強化を図ります。
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総括表

R3 R5
実績値 計画値 実績値 対計画比 計画値

第1号被保険者数 （人） 48,416 48,756 48,608 99.7% 49,012
要介護認定者数 （人） 7,445 7,589 7,554 99.5% 7,774
要介護認定率 （%） 15.4 15.6 15.5 99.8% 15.9
総給付費 （円） 11,765,528,374 12,156,510,000 11,640,878,482 95.8% 12,660,594,000
施設サービス給付費 （円） 4,622,870,805 4,679,509,000 4,576,186,047 97.8% 5,129,829,000
居住系サービス給付費 （円） 1,130,388,883 1,216,650,000 1,129,401,617 92.8% 1,274,371,000
在宅サービス給付費 （円） 6,012,268,686 6,260,351,000 5,935,290,818 94.8% 6,256,394,000

第1号被保険者1人あたり給付費（円） 243,009.1 249,333.6 239,484.8 96.0% 258,316.2

利用者数

R3 R5
実績値 計画値 実績値 対計画比 計画値

介護老人福祉施設 （人 9,956 9,780 9,702 99.2% 10,260
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （人） 0 0 0 - 0
介護老人保健施設 （人） 6,362 6,408 6,325 98.7% 7,608
介護医療院 （人） 654 864 761 88.1% 864
介護療養型医療施設 （人） 57 84 5 6.0% 84
特定施設入居者生活介護 （人） 1,399 1,632 1,459 89.4% 1,656
地域密着型特定施設入居者生活介護 （人） 0 0 0 - 0
認知症対応型共同生活介護 （人） 3,438 3,564 3,413 95.8% 3,780
訪問介護 （人） 7,577 7,512 7,650 101.8% 7,440
訪問入浴介護 （人） 939 900 936 104.0% 888
訪問看護 （人） 8,110 7,656 8,322 108.7% 7,656
訪問リハビリテーション （人） 1,848 1,884 1,949 103.5% 1,896
居宅療養管理指導 （人） 6,682 5,988 9,914 165.6% 5,964
通所介護 （人） 22,777 25,032 24,090 96.2% 24,504
地域密着型通所介護 （人） 2,764 3,036 3,001 98.8% 3,048
通所リハビリテーション （人） 9,486 9,060 9,737 107.5% 9,120
短期入所生活介護 （人） 5,837 6,120 5,975 97.6% 6,084
短期入所療養介護（老健） （人） 597 576 559 97.0% 576
短期入所療養介護（病院等） （人） 0 0 0 - 0
短期入所療養介護（介護医療院） （人） 0 0 0 - 0
福祉用具貸与 （人） 35,030 38,772 37,014 95.5% 38,988
特定福祉用具販売 （人） 696 804 591 73.5% 804
住宅改修 （人） 593 768 547 71.2% 756
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （人） 267 228 330 144.7% 228
夜間対応型訪問介護 （人） 0 0 0 - 0
認知症対応型通所介護 （人） 167 120 189 157.5% 120
小規模多機能型居宅介護 （人） 1,025 1,380 1,116 80.9% 1,704
看護小規模多機能型居宅介護 （人） 0 348 196 56.3% 348
介護予防支援・居宅介護支援 （人） 50,678 53,268 51,719 97.1% 53,040
訪問介護相当サービス （人） 2,493 3,121 2,772 88.8% 3,371
家事援助サービス （人） 69 130 63 48.5% 133
通所介護相当サービス （人） 6,533 7,248 6,914 95.4% 7,610
いきいきデイサービス （人） 1,265 1,562 1,263 80.9% 1,637
短期集中予防サービス訪問型 （人） 0 15 0 0.0% 20
短期集中予防サービス通所型 （人） 7 40 5 12.5% 50

【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
【介護予防・日常生活支援総合事業】年度末決算

第8期
R4

【実績値】「第1号被保険者数」、「要介護認定者数」、「要介護認定率」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9月月報。「総給付費」
は厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値
※「第1号被保険者1人あたり給付費」は「総給付費」を「第1号被保険者数」で除して算出
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給付費

R3 R5
実績値 計画値 実績値 対計画比 計画値

小計 （円） 4,622,870,805 4,679,509,000 4,576,186,047 - 5,129,829,000
介護老人福祉施設 （円） 2,628,280,071 2,576,258,000 2,564,503,342 99.5% 2,694,706,000
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （円） 0 0 0 - 0
介護老人保健施設 （円） 1,746,261,163 1,769,277,000 1,737,942,014 98.2% 2,101,149,000
介護医療院 （円） 231,059,769 305,500,000 272,056,521 89.1% 305,500,000
介護療養型医療施設 （円） 17,269,802 28,474,000 1,684,170 5.9% 28,474,000
小計 （円） 1,130,388,883 1,216,650,000 1,129,401,617 - 1,274,371,000
特定施設入居者生活介護 （円） 249,580,797 304,172,000 255,099,395 83.9% 306,923,000
地域密着型特定施設入居者生活介護 （円） 0 0 0 - 0
認知症対応型共同生活介護 （円） 880,808,086 912,478,000 874,302,222 95.8% 967,448,000
小計 （円） 6,012,268,686 6,260,351,000 5,935,290,818 - 6,256,394,000
訪問介護 （円） 391,527,512 387,809,000 394,759,421 101.8% 380,941,000
訪問入浴介護 （円） 60,450,291 54,427,000 54,597,387 100.3% 53,639,000
訪問看護 （円） 319,721,220 292,501,000 309,156,186 105.7% 291,519,000
訪問リハビリテーション （円） 61,411,518 58,241,000 65,011,731 111.6% 58,696,000
居宅療養管理指導 （円） 56,296,200 48,336,000 70,181,919 145.2% 48,256,000
通所介護 （円） 2,215,202,949 2,329,711,000 2,128,639,661 91.4% 2,279,874,000
地域密着型通所介護 （円） 256,150,260 282,192,000 249,775,394 88.5% 281,024,000
通所リハビリテーション （円） 628,827,393 564,961,000 619,243,172 109.6% 564,110,000
短期入所生活介護 （円） 564,096,080 592,192,000 543,097,063 91.7% 586,572,000
短期入所療養介護（老健） （円） 63,983,615 54,208,000 53,041,351 97.8% 54,208,000
短期入所療養介護（病院等） （円） 0 0 0 - 0
短期入所療養介護（介護医療院） （円） 0 0 0 - 0
福祉用具貸与 （円） 391,209,785 426,708,000 401,807,397 94.2% 425,633,000
特定福祉用具販売 （円） 17,301,156 18,496,000 16,686,278 90.2% 18,428,000
住宅改修 （円） 56,358,538 70,043,000 50,777,440 72.5% 68,979,000
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （円） 26,398,740 26,061,000 33,084,026 126.9% 26,061,000
夜間対応型訪問介護 （円） 0 0 0 - 0
認知症対応型通所介護 （円） 22,208,921 19,637,000 23,648,961 120.4% 19,637,000
小規模多機能型居宅介護 （円） 202,876,782 269,940,000 197,231,736 73.1% 339,461,000
看護小規模多機能型居宅介護 （円） 0 85,370,000 45,871,003 53.7% 85,370,000
介護予防支援・居宅介護支援 （円） 678,247,726 679,518,000 678,680,692 99.9% 673,986,000
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【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
【介護予防・日常生活支援総合事業】年度末決算

第8期
R4
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